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概要 

 旧日本長期信用銀行（以下、旧長銀）か

ら、2000年 3月に新銀行としてスタートし
た新生銀行は、リテール部門を経営戦略上

の重要な柱の一つとし、顧客の利便性を高

める金融サービスの提供を図っている。 
 同行は新しいリテールサービスを開始す

るにあたり、「100人プロジェクト」を組織
した。同プロジェクトの主要な目的の一つ

は、社員が金融業以外のリテール業にも足

を運び、顧客サービスを学ぶことにあった。 
 この調査結果を踏まえ、考案されたサー

ビスが、①「パワーフレックス」（総合口座）

の導入（注１）、②ATM 引出手数料の 24 時間
365日無料化、③店舗の営業時間の延長（平
日午後 7 時まで）等である。これらのサー
ビスは、顧客にとって利便性が高い、かつ

顧客ニーズが極めて高いものであったため、

資産形成層や団塊世代にも顧客基盤を拡大

することとなった。 
 現在は、顧客の生活に豊かさと彩を添え

ることを目指した“color your life”という
ブランドコンセプトのもと、顧客一人ひと

りのライフスタイルに即したコンサルティ

ングサービスの充実にも力を入れている。 
（注１）「パワーフレックス」とは、円預金、外貨預金、投資

信託などの取引を一つの口座で管理できる総合口座

サービスであり、顧客は、店頭のほか、コールセンタ

ー（新生パワーコール）やインターネットバンキング

（新生パワーダイレクト）でも金融取引を行うことがで

きる。 

 
店舗チャネル 

 図１は新生銀行のセールスチャネルを表

したものである。同行のリモートチャネル

であるインターネットやコールセンターで

は、「24 時間 365 日」取引可能な預金商品
や投資信託などを提供している。また、店

舗については、目的に応じて以下の 3 つの
形態で展開している。 
 
（１）バンクスポット 

 2～3 人のスタッフが常駐している有人
軽量店舗であり、口座開設をはじめとする

基本的な金融サービスを提供している。ま

た、店内には、ATMやインターネットバン
キング用のパソコン、IPフォン（コールセ
ンター直結）が設置され、顧客が自由に金

融取引を行うことができるようになってい

る。 
 
 

要旨 

・リテール部門を経営戦略上の重要な柱の一つとしている新生銀行は、成果主義に基づいたキ

ャリアパスと業績評価制度を構築している。 

・コンサルティングを業務の中核としている同行は、「質問力」に基づく顧客ニーズを汲み取る顧

客対応能力の更なる強化にも努めている。 
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（２）フィナンシャルセンター 
 「フィナンシャルセンター（以下、SFC）」
は、01年 6月以降、新たなリテールサービ
スを展開している新生銀行の中核を担う店

舗である。SFCでは、機能面から 4つのエ
リアに分割。各エリアは以下の機能を有し

ている。 
 
①インタラクティブエリア（インターネッ

トバンキング等を顧客が自由に利用できる

エリア） 
②クイックステーション（口座開設や振込

など基本的な金融サービスを提供するエリ

ア） 
③コンサルテーションエリア（資産運用の

コンサルティングを行う個別ブース） 
④プラチナルーム（資産運用のコンサルテ

ィングを行う個室） 
 
 SFCは、商品説明をはじめ、対面でのコ
ンサルティングニーズが高い顧客に対応し

たチャネルであり、スタッフは目的やリス

ク許容度などを含め、顧客のライフスタイ

ルを確認しながら、資産運用相談を行う。 
なお、同行では渉外活動（外回り）を行っ

ておらず、来店型のコンサルティングサー

ビスに集約している。 
 
（３）プラチナセンター 
 「プラチナセンター」とは、東京・銀座

と大阪・梅田にある、同行での預金残高が

1000 万円以上の顧客を対象にした店舗で
ある。 
 
 なお、金融資産が 1 億円以上を超える顧
客（以下、富裕層）については、ウェルス

マネージメント部が担当している。 
このように同行のセールスチャネルは多

岐に渡っているが、顧客がその時々の状況

に応じてチャネルを使い分けることができ

るよう、各チャネルは相互補完関係にある。 
 
キャリアパス 

 新生銀行はインスティテューショナルバ

ンキング部門（法人向け業務）、リテール部

門（個人向け業務）、金融インフラ部門（IT、

プラチナセンター

フィナンシャル
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図１　新生銀行のセールスチャネル

出所）新生銀行『年報2006』より

リモートチャネル
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トランザクション（取引）

コンサルティング
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オペレーション業務）など、部門別採用を

行っており、基本的にはその部門内でキャ

リア形成が図られる。 
 同行は成果主義を導入しているためキャ

リアパスについては、入行年数に関係なく

能力によって昇進するシステムとなってい

る。また、行内に社内公募の制度があるた

め、セールススタッフとして入行した後、

本人の意向や適性を踏まえ、本部スタッフ

として勤務する道も開かれている。 
セールススタッフは、AFP（アフェリエ
イテッド・ファイナンシャル・プランナー）

や CFP（サーティファイド・ファイナンシ
ャル・プランナー）などの資格要件も昇進

の判断材料のひとつとなる。各支店の支店

長（ブランチマネジャー）の平均年齢は 30
歳代半ばから後半。ブランチマネジャーを

経て、エリアマネジャーやセールスを統括

する本部スタッフへとキャリアを積み上げ

ていくケースもある。 
 
業績評価と研修 

（コンピテンシーと目標管理制度） 
評価制度は、基本的に目標管理制度

（Management by Objectives：以下、
MBO）、社員の行動特性を指標として評価
するコンピテンシー、人物評価等で行われ

る。 
マネジャーには、総合的なバランスが要

求され、また、セールススタッフに対して

は、MBOに基づくコンプライアンスの遵守
と顧客満足の確保に加え、販売能力に関す

る指標に重点が置かれている。 
コンピテンシーは社員全員に共通して適

用されているが、セールススタッフのコン

ピテンシーについては、業績目標達成のウ

エイトを高くしている。 
セールススタッフの業績は原則、ブラン

チマネジャーが責任を負い、本部はブラン

チマネジャーを評価する。ただし、本部で

はセールス状況を随時確認することが可能

であり、案件段階から制約に結びつくまで

の行動計画とその成果を確認しながら、ス

タッフの目標達成をサポートすることも行

っている。 
 
（インセンティブと研修） 
セールス・インセンティブは目標達成度

合いに応じて付与される。このインセンテ

ィブは、コンプライアンスの遵守や顧客満

足の向上に配慮するとともに、目標管理や

コンピテンシーなどの項目と連動するよう

に設計されている。 
研修は、コンプライアンス研修や商品研

修を随時、行っている。また、スタッフ全

員を対象とした電話会議（月 2 回程度）や
スタッフおよびマネジャーのスキルアップ

向上を目指した研修（月 1 回程度）なども
実施している。さらに、コンサルティング

能力の更なる向上を目指して、ロールプレ

イングなどを各店舗で毎日実施している。 
 
営業スタンス 
 現在、新生銀行は順調に新規顧客を獲得

しており、これからもさらなる顧客基盤の

拡大を目指している。近年、多くの金融機

関は団塊世代の退職というライフイベント

に照準を絞り、預かり資産業務の強化を行

っているが、新生銀行は当初からコンサル

ティング業務に重点を置いて金融サービス

を展開してきた。同行では、リテール市場

全体を年齢、見込み資産などの顧客属性に
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応じて分析し、将来的に顧客との長期的な

関係を構築することにも力点を置いている。 
新生銀行は今年で新銀行としてスタート

して創立 7 年目を迎えるが、顧客のなかに
は旧長銀時代から親子二世代に渡って取引

を継続している家族もあり、顧客ロイヤリ

ティを高めることを重視している。 
また、かつて資産コンサルティングを行

った顧客に対しては資産ポートフォリオの

見直しを提案するなど顧客の深耕をも図っ

ている。 
  
おわりに 
 金融商品の販売では適切なコンサルティ

ング業務を行うことが不可欠であり、スタ

ッフの高い能力が必要とされる。その能力

とは金融・経済に関する知識であることは

間違いないが、新生銀行のコンサルティン

グ業務では、それに加えて顧客一人ひとり

のライフスタイルに合ったニーズを正確に

汲み取る顧客対応能力が求められる。 
新生銀行のリテール部門担当者は、セー

ルススタッフには金融・経済知識に加えて、

質問力が重要であるという。なかでも「優

秀なスタッフのコンサルティングにおいて

は、顧客が自らのニーズを説明している時

間のほうが、スタッフが商品説明を行って

いる時間よりも長い傾向にある」という担

当者の指摘は、コンサルティング能力の本

質とは何か、を示唆しているといえよう。 
 
参考資料 

・新生銀行『年報 2006』、ホームページ、IR 資料。 
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